
JICA

　開発途上国の社会・経済の開発を支援するため、政府を
はじめ、国際機関、NGO、民間企業などさまざまな組織
や団体が経済協力を行っています。これらの経済協力のう
ち、政府が開発途上国に行う資金や技術の協力を政府開発
援助（ODA: Official Development Assistance）といいま
す。ODAはその形態から、二国間援助と多国間援助（国際
機関への出資・拠出）に分けられます。

日本のODAの中核を担うJICA

を知る
ODA

（政府開発援助）

二国間援助

多国間援助
（国際機関への出資・拠出）

　JICAは日本の二国間援助の中核を担う、世界有数の開
発援助機関です。二国間援助の3つの手法、「技術協力」「有
償資金協力」「無償資金協力」※を中心としたさまざまな支
援メニューを活用し、開発途上国が抱える課題の解決に貢
献するため、約150の国・地域で事業を展開しています。

※　外交政策の遂行上の必要から外務省が実施するものを除く。

事業の概況と戦略
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日本の技術・知識・経験を生かし、開発途上国の社会・
経済開発の担い手となる人材の育成や制度づくりに協力
します。専門家の派遣や日本での研修などを行い、開発
途上国自らの問題解決能力の向上を支援します。

円借款は、緩やかな融資条件（長期返済・低金利）で開発
途上国が発展への取り組みを実施するための資金の貸し
付けを行うもので、多額の資金を要するインフラ整備な
どに充てられています。また、海外投融資は、開発途上
国において行われる民間事業を資金面で支えるものです。

所得水準が低い開発途上国を対象に、返済義務を課さず
に資金を供与し、学校・病院・井戸・道路など、社会・
経済開発のために必要な施設の整備や資機材の調達を支
援します。

青年海外協力隊事業などのボランティア事業をはじめ、
NGO、地方自治体、大学などの国際協力活動を支援し、
さまざまな形で連携しています。また、学校教育の現場
を中心に、開発途上国が抱える課題への理解を深める開
発教育を支援しています。

海外で大規模な災害が発生した場合、被災国政府や国際
機関の要請に応じて、日本政府の決定の下、国際緊急援
助隊を派遣します。被災者の救助、ケガや病気の診察、
救援物資の供与、災害からの復旧活動を行います。

日本の民間企業による優れた技術・製品の導入や、事業
への参入を海外投融資や中小企業海外展開支援などによ
り側面支援することで、開発途上国が抱える社会・経済
上の課題解決に貢献します。

世界の平和と開発のため、さまざまなパートナーと共に、
現場重視の視点を持って質の高い研究を行い、政策イン
パクトのある発信をします。また、その成果をJICAの
事業に還元し、人間の安全保障の実現に貢献します。

JICA

技術協力
人を通じた協力

有償資金協力
開発途上国の国づくりに
必要な資金を長期返済・
低金利で貸し付け

無償資金協力※

基礎インフラの整備と
機材の供与

市民参加協力
国際協力のすそ野を広げる

国際緊急援助
自然災害などへの対応

研究活動
平和と開発のための
実践的知識の共創

民間連携
民間企業のビジネスを通じた
社会・経済開発
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国の重要方針と政策
開発協力大綱

関連政策、各種政府公約

開発協力を取り巻く
国際的な枠組み

持続可能な開発目標（SDGs）
パリ協定（気候変動）

　JICAは法律に則り、5年間のサイクル
で定める中期計画に基づき業務運営を
行っています。
　2017年度より開始した第4期中期計
画（2017～2021年度）では、持続可能
な開発目標（SDGs）などの国際的な枠組
みと開発協力大綱を基に、4つの開発課
題（インフラ・経済成長、人間中心の開発、
普遍的価値・平和構築、地球規模課題）、
6つの地域、多様な主体との連携や国際
的な議論への貢献などに関する計画を設
定しています。これらに加え、事業を支
える組織、業務基盤の強化や効率的な運
営、安全対策、内部統制などについても
具体的に示しています。
　これらの計画を達成するための取り組
みを通じ、JICAは今後も開発課題の解
決やわが国の国益への貢献といった国内
外から期待されている役割を果たしてい
きます。

第4期中期計画 
（2017～2021年度）

　JICAは、日本政府が策定する援助政
策に基づき、技術協力、有償資金協力、
無償資金協力の援助手法の枠にとらわれ
ない広い視野に立ち、効果的・効率的な
支援を実施しています。特に、相手国政
府から正式な支援要請を受ける前の段階
で現地に赴き、求められている支援内容
を調査する協力準備調査を導入すること
で、案件の形成から実施までを迅速化し
ています。

JICAの支援の流れ

JICA

フィードバック

第4期中期計画の枠組み

途上国からの
支援要請

日本政府
外交・援助政策

案件形成のための
調査

（協力準備調査）

地域・国・課題別
の援助実施方針

●�国の発展を担う人材の育成

●�開発の担い手との連携強化と
わが国地域活性化への貢献

●�国際的公約実現への貢献およ
び国際社会でのリーダーシッ
プの発揮

●�安全対策の強化

重点領域

●�信頼関係の構築に向けたオー
ナーシップとパートナーシッ
プを重視した協力の推進

●�人間の安全保障を踏まえた人
間中心のアプローチ

●�事業の戦略性の強化と業務の
質の向上

●�統一性・一貫性のある情報発信

重視するアプローチ
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平和と安全と繁栄、安定性、
透明性および予見可能性が高い

国際環境の実現

開発協力を通じた開発課題
および地球規模課題の解決、

わが国の国益への貢献

国際社会における
わが国への信頼感の向上、

開発途上地域との関係強化、
国際社会の秩序と
規範形成への貢献

開発途上地域との
関係性の強化を通じた
わが国経済、社会の

活性化への貢献

※1　海外投融資および有償勘定技術支援
については、開発途上国からの支援要請や、
日本政府の閣議決定・採択、国際約束の締
結を前提としません。
※2　JICAでは、技術協力、有償資金協力、
無償資金協力それぞれのプロジェクトの
PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイク
ルを活用した事業評価を行うことにより、
事業のさらなる改善と国民へのアカウンタ
ビリティを十分に果たす仕組みを導入して
います。

無償資金協力
案件実施・監理

有償資金協力※1

案件実施・監理

技術協力
案件実施・監理

日本政府
閣議決定・採択を経て、

国際約束を締結

評価※2案件形成のための
審査・検討

重点課題への取り組み
●�経済成長の基礎および原動力の確保
●�人々の基礎的生活を支える人間中心

の開発の推進
●�普遍的価値の共有、平和で安全な社

会の構築
●�地球規模課題への取り組みを通じた

持続可能で強靱な国際社会の構築

連携の強化
●民間企業等
● NGO／市民社会組織
●ボランティア
●大学・研究機関
●地方自治体
●開発教育、理解促進等

事業実施基盤の強化
●広報
●知的基盤の強化
●事業評価
●災害援助等協力
●開発協力人材の育成促進・確保

地域の重点取り組み
●�東南アジア・大洋州
●�南アジア
●東・中央アジアおよびコーカサス
●�中南米・カリブ
●�アフリカ
●�中東・欧州

安全対策の強化

その他重要事項
●�効果的・効率的な開発協力の推進
●�国際的な議論への積極的貢献および

国際機関・他ドナー等との連携推進
●�開発協力の適正性の確保
●�内部統制の強化等
●�財務内容の改善
●�人事、施設・設備に関する計画等

具体的な取り組み
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